
１ 令 和 ２年 度 の財 政 状 況 について 

 

 令 和 ２年 度 一 般 会 計 の決 算 額 は、歳 入 では 230 億 7,116 万 6 千 円 、歳 出 で

は 224 億 7,479 万 9 千 円 となり、歳 入 歳 出 差 引 額 （形 式 収 支 ）5 億 9,636 万 7

千 円 から翌 年 度 へ繰 り越 すべき財 源 1 億 4,163 万 8 千 円 を差 し引 いた実 質 収

支 は、4 億 5,472 万 9 千 円 となりました。 

また、実 質 収 支 の前 年 度 との増 減 を示 す単 年 度 収 支 は 3 億 3,979 万 9 千 円

の赤 字 となりました。単 年 度 収 支 から年 度 間 の財 源 調 整 として財 政 調 整 基 金 の

積 立 額 及 び取 崩 し額 を差 し引 きした実 質 単 年 度 収 支 は、4 億 3,305 万 6 千 円 の

赤 字 となりました。 

 

 歳 入 については、前 年 度 に比 べ 21 億 1,158 万 9 千 円 増 加 しているが、これは、

新 型 コロナウイルス感 染 症 拡 大 等 により自 主 財 源 である市 税 、1 市 2 町 し尿 処

理 施 設 整 備 の終 了 により分 担 金 及 び負 担 金 等 が減 少 になったものの、国 庫 支

出 金 、地 方 消 費 税 交 付 金 等 が増 加 したことが要 因 です。 

最 も重 要 な自 主 財 源 である市 税 収 入 については、軽 自 動 車 税 及 び特 別 土 地

保 有 税 以 外 の税 目 で減 少 となり 、特 に個 人 ・法 人 市 民 税 及 び入 湯 税 が大 きく

減 少 したため、前 年 度 から減 少 となりました。 

 

 議 会 費 は、議 員 活 動 及 び事 務 局 の総 括 的 事 務 費 の減 少 により 1.9％の減 少 。

総 務 費 は、南 熱 海 支 所 ・消 防 署 南 熱 海 出 張 所 改 築 工 事 の完 了 により減 少 しま

したが、特 別 定 額 給 付 金 事 業 経 費 の皆 増 により 106.2％増 加 しました。民 生 費

は、子 育 て世 代 及 びひとり親 世 帯 への臨 時 特 別 給 付 金 事 業 経 費 が皆 増 しまし

たが、認 定 こども園 改 修 事 業 経 費 の減 少 により、4.2％減 少 しました。衛 生 費 は、

1 市 2 町 し尿 等 共 同 処 理 施 設 建 設 事 業 経 費 は皆 減 しましたが、1 市 2 町 し尿 等

共 同 処 理 事 業 の管 理 運 営 経 費 の皆 増 、水 道 事 業 会 計 への繰 出 金 等 の増 加

により 0.7％増 加 しました。農 林 水 産 業 費 は、初 島 漁 港 施 設 改 修 事 業 費 の減 少

により 66.8％減 少 しました。観 光 商 工 費 は、プレミアム付 商 品 券 事 業 経 費 は皆

減 し ま し た が 、新 型 コ ロ ナ ウ イル ス 感 染 症 対 策 中 小 企 業 等 応 援 給 付 金 に より

58.6％増 加 しました。土 木 費 は、姫 の沢 公 園 管 理 棟 新 築 工 事 の完 了 による減

少 に よ り 8.2 ％ 減 少 し ま し た 。 消 防 費 は 、 救 助 工 作 車 整 備 事 業 の 皆 増 に よ り

4.3％増 加 しました。教 育 費 は、小 中 学 校 校 舎 等 改 修 経 費 の減 少 により 15 .5％

減 少 しました。災 害 復 旧 費 は、平 成 30 年 度 台 風 12 号 で被 災 した初 島 漁 港 の



災 害 復 旧 工 事 費 の繰 越 分 の皆 減 により 21.1％減 少 しました。公 債 費 は、近 年

償 還 元 金 を上 回 らない額 での市 債 発 行 に努 めたことにより 1.9％の減 少 となりま

した。諸 支 出 金 は、温 泉 事 業 会 計 繰 出 金 の減 少 により 1.4％減 少 しました。全

体 では、前 年 度 に比 べ 24 憶 113 万 4 千 円 の増 加 となりました。 

 

 各 特 別 会 計 については、それぞれ会 計 設 置 の趣 旨 ・目 的 に従 って適 切 に執 行

されました。 

主 な特 別 会 計 をみると、国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 は歳 入 51 億 353 万 7

千 円 に対 して、歳 出 49 億 9,127 万 円 で、実 質 収 支 額 は 1 億 1,226 万 7 千 円 、

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 は、歳 入 52 億 4,334 万 9 千 円 に対 して、歳 出 50 億

5,178 万 2 千 円 で実 質 収 支 額 1 億 9,156 万 7 千 円 、後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特

別 会 計 は歳 入 8 億 4,120 万 7 千 円 に対 して、歳 出 8 億 3,837 万 5 千 円 で実 質

収 支 額 は 283 万 2 千 円 となり、その他 の特 別 会 計 を含 め全 ての会 計 で黒 字 とな

りました。 

 

市 税 等 の経 常 的 な自 主 財 源 については、前 年 度 に比 べ大 幅 な減 少 が見 られ

ますが、今 後 も財 源 の確 保 に注 力 し、歳 入 に見 合 った歳 出 を念 頭 に置 いた財 政

運 営 に努 めます。 

 



２　令和２年度一般会計　歳入歳出決算
（単位：千円）

予　算　額 収入済額 収入率 予　算　額 支出済額 執行率

1 市 税 9,365,303 9,344,213 99.8% 1 議 会 費 185,152 175,448 94.8%

2 地 方 譲 与 税 95,500 98,580 103.2% 2 総 務 費 6,126,318 5,965,537 97.4%

3 利 子 割 交 付 金 4,500 5,077 112.8% 3 民 生 費 6,742,212 6,424,147 95.3%

4 配 当 割 交 付 金 21,000 21,691 103.3% 4 衛 生 費 2,352,797 2,123,521 90.3%
株 式 等 譲 渡

5 所 得 割 交 付 金 28,000 29,606 105.7% 5 農 林 水 産 業 費 167,509 142,265 84.9%
法 人 事 業 税

6 交 付 金 40,000 36,347 90.9% 6 観 光 商 工 費 1,562,020 1,104,330 70.7%
地 方 消 費 税

7 交 付 金 760,000 871,599 114.7% 7 土 木 費 2,415,979 2,350,759 97.3%
ゴ ル フ 場 利

8 用 税 交 付 金 8,000 9,431 117.9% 8 消 防 費 996,941 966,336 96.9%
環 境 性 能 割

9 交 付 金 10,000 10,744 107.4% 9 教 育 費 1,818,740 1,640,863 90.2%
地 方 特 例

10 交 付 金 16,230 16,230 100.0% 10 災 害 復 旧 費 116,349 84,747 72.8%

11 地 方 交 付 税 1,011,526 991,101 98.0% 11 公 債 費 1,492,742 1,492,331 100.0%
交 通 安 全 対 策

12 特 別 交 付 金 5,089 6,232 122.5% 12 諸 支 出 金 4,515 4,515 100.0%
分 担 金 及 び

13 負 担 金 115,698 114,544 99.0% 13 予 備 費 30,000 0 0.0%
使 用 料 及 び

14 手 数 料 498,581 466,578 93.6%

15 国 庫 支 出 金 6,611,867 6,322,620 95.6%

16 県 支 出 金 1,314,455 1,248,864 95.0%

17 財 産 収 入 23,811 20,445 85.9%

18 寄 附 金 397,619 388,851 97.8%

19 繰 入 金 1,016,584 530,093 52.1%

20 繰 越 金 485,912 485,912 100.0%

21 諸 収 入 658,071 671,189 102.0%

22 市 債 1,522,275 1,381,219 90.7%

24,010,021 23,071,166 96.1% 24,011,274 22,474,799 93.6%
合     計 合     計

※歳入歳出差引残額

歳　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

款 款

596,367 千円



３　令和２年度特別会計　歳入歳出決算
（単位：千円）

会　計　名 予　算　額
歳　　入

収入済額
歳　　出

支出済額

国 民 健 康 保 険 事 業

特 別 会 計

介 護 保 険 事 業

特 別 会 計

初島漁業集落排水処理

事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

特 別 会 計

歳 入 歳 出
差 引 残 高

5,103,5375,671,277

2,832842,842 841,207 838,375

0

112,267

47,200

191,5675,213,250 5,243,349 5,051,782

4,991,270

42,805 42,805



４　市債の状況（一般会計及び各特別会計）

令和２年
度末現在高

構成比 目  的　別
令和２年

度末現在高
構成比

財 務 省 普 通 債 9,225,288 53.6%

財 政 融 資 資 金 9,143,132 53.2% （公　有 　林） 25,707 0.1%

663,228 3.9% （総　　 　務） 1,009,445 5.9%

649,979 3.8% （民　　 　生） 1,123,669 6.5%

13,249 0.1% （保 健 衛 生） 2,622,076 15.2%

1,867,659 10.9% （農 林 水 産） 410,579 2.4%

195,969 1.1% （観　　　 光） 476,636 2.8%

1,626,440 9.4% （土　　　 木） 841,262 4.9%

54,104 0.3% （公 営 住 宅） 154,208 0.9%

3,647,191 21.2% （都 市 計 画） 564,238 3.3%

0 0.0% （消　　 　防） 652,942 3.8%

（教　　 　育） 1,344,526 7.8%

災 害 復 旧 債 116,433 0.6%

減 税 補 填 債 87,627 0.5%

臨 時 財 政 対 策 債 7,117,459 41.4%

退 職 手 当 債 339,700 2.0%

行 政 改 革 推 進 債 45,854 0.3%

そ の 他 135,186 0.8%

駐 車 場 事 業 債 0 0.0%

離 島 初 島 簡 易
水 道 事 業 債

0 0.0%

下 水 道 事 業 債
（初島漁業集落排水）

130,176 0.8%

17,197,723 100.0% 合 計 17,197,723 100.0%

地方公共団体金融機構等

市 中 銀 行

そ の 他 の 金 融 機 関

保 険 会 社 等

そ の 他

共 済 組 合 等

　　　（単位：千円）

合 計

借　入　先　別

政
府
資
金

独立行政法人郵便貯金・
簡易生命保険管理機構

（簡易生命保険資産）

（ 郵 便 貯 金 資 産 ）



５　市有財産の状況

㎡

㎡

㎡

㎡

千円 千円

千円 千円

６　令和２年度市税の状況

　(1) 一般会計 （単位：千円）

　(2) 国民健康保険事業特別会計

７　市税負担の状況 （単位：円）

出資による権利

69,952

133,436

　なお、平成２４年７月９日に「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が施行され、外国人住民
の方についても住民基本台帳に含むこととなったことに伴い、「人口」及び「世帯数」には外国人
住民の方も含まれています。

9,085

1,353

0

固 定 資 産 税

28,27748,148

15,470

3,857

・熱海市イメージソング

2,265

365,609

227,202

43,995 25,838

4,766,481

区 分

土 地

摘　　　　　要

行　政　財　産

普　通　財　産
㎡

現　在　高

11,722,680.97
3,024,091.23

8,698,589.74

　本表は、令和３年９月３０日現在において、市が所有している財産の状況を表したもので、建物
には市庁舎・消防施設・市営住宅・学校等、有価証券としては銀行株券等があります。

4

205,077.14

51,099

市 民 税

建 物

有 価 証 券

無 体 財 産 権

調  定  額

2,736,888

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

1,408,259 1,010,096

9,344,213

324,536

60

都 市 計 画 税

入 湯 税

別 荘 等 所 有 税

5,220,716

91,943

収入率収入未済額不納欠損額収入済額

206,284 91.3%

91.3%

2,498,751 31,852

9,682 88.0%

324,536 0 0 100.0%

80,908

88,626

0 100.0%

526,841 14,955 41,660 90.3%

60 0

3,765 98.3%

922,966 17,208 70,991 91.3%

223,670

特 別 土 地 保 有 税

1,011,165

10,196,199

583,456

固 定 資 産 税

227,435

１ 世 帯 当 た り

119,107

１　人　当　た　り

（世帯数：20,979世帯）

71.7%

合 計

75,108

153,994 697,991 91.6%

（人口：35,721人）

※令和２年度の決算額を令和３年３月３１日現在の住民基本台帳の人口及び世帯数で計算した
ものです。

区 分

国 民 健 康 保 険 税

 区　　　　分

国 民 健 康 保 険 税

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税

市 民 税

323,055

26,326

商　　標　　権

著　　作　　権

51,099

26,326

6,102.01普　通　財　産

株　　　　　券

出　資　証　券　等

(熱海市立図書館ｷｬﾗｸﾀｰ)

198,975.13
㎡

件

「アタミのスケッチ」

・「起雲閣」

･著者　　杉本　苑子

・坪さんLINEスタンプ

行　政　財　産



８　市民１人当たりの費用額
単位：（円）

執 行 額
市民１人当たり
費 用 額

備 考

議 会 費 175,448,133 4,912 人 口 35,721 人 R3.3.31 現在

徴 税 費 268,619,456 7,520 障 害 者 手 帳 所 有 者 2,108 人 R3.3.31 現在

選 挙 費 9,833,755 275 ６ ５ 歳 以 上 人 口 17,271 人 R3.3.31 現在

防 災 費 126,124,851 3,531 １ ８ 歳 未 満 人 口 2,631 人 R3.3.31 現在

障 が い 者 福 祉 費 764,044,849 362,450 障害者手帳所有者１人当たり 保 育 所 入 所 園 児 156 人 R3.3.31 現在

老 人 福 祉 費 1,805,286,703 104,527 ６５歳以上人口１人当たり 生 活 保 護 被 保 護 者 6,707 人

児 童 福 祉 費 1,087,997,408 413,530 １８歳未満人口１人当たり 農 業 従 業 者 42 人 H28.7.1 現在

保 育 所 費 273,204,852 1,751,313 幼児１人当たり 漁 業 従 業 者 28 人 H28.7.1 現在

生 活 保 護 費 1,359,958,432 202,767 被保護者(年間延人数)１人当たり 商 工 業 従 業 者 19,567 人 H28.7.1 現在

清 掃 費 1,400,186,078 39,198 市 営 住 宅 入 居 数 697 戸 R3.3.31 現在

農 業 費 53,963,755 1,284,851 農業従業者１人当たり 小 学 校 児 童 922 人 R2.5.1 現在

水 産 業 費 69,289,645 2,474,630 漁業従業者１人当たり 中 学 校 生 徒 507 人 R2.5.1 現在

観 光 費 471,666,202 13,204 幼 稚 園 児 77 人 R2.5.1 現在

公園等管理建設費 642,759,255 17,994

文 化 振 興 費 7,850,490 220

文 化 施 設 費 194,559,106 5,447

商 工 業 振 興 費 626,249,442 32,005 商工業従業者１人当たり

道 路 橋 梁 費 529,141,848 14,813

都 市 計 画 費 160,246,327 4,486

住 宅 費 135,076,904 193,798 入居戸数１戸当たり

常 備 消 防 費 847,990,235 23,739

非 常 備 消 防 費 118,345,948 3,313

小 学 校 費 409,693,790 444,353 児童１人当たり

中 学 校 費 144,428,148 284,868 生徒１人当たり 　 　　

幼 稚 園 費 146,591,784 1,903,789 園児１人当たり

社 会 教 育 費 292,850,293 8,198

保 健 体 育 費 236,743,437 6,628

公 債 費 1,492,331,511 41,777

基準日

R2年度中

※　費用額が特定の対象者に限定される費目に
ついては、備考欄に記載されている対象人数の
１人当たりの額等で、その他の費目は市民１人
当たりの額を記載しています。



(単位：千円）

令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

比較増減
Ａ－Ｂ

対前年度
伸率(％)

令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

比較増減
Ｃ－Ｄ

対前年度
伸率(％)

令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

１ 一  般  会  計 23,071,166 19,996,387 3,074,779 15.4 22,474,799 18,819,559 3,655,240 19.4 596,367 1,176,828

２ 特  別  会  計 11,230,898 11,450,899 △ 220,001 △ 1.9 10,924,232 11,122,160 △ 197,928 △ 1.8 306,666 328,739

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 5,103,537 5,414,983 △ 311,446 △ 5.8 4,991,270 5,241,620 △ 250,350 △ 4.8 112,267 173,363

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 5,243,349 5,198,512 44,837 0.9 5,051,782 5,048,063 3,719 0.1 191,567 150,449

初島漁業集落排水処理事業特別会計 42,805 41,996 809 1.9 42,805 41,996 809 1.9 0 0

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 841,207 795,408 45,799 5.8 838,375 790,481 47,894 6.1 2,832 4,927

３ 企  業  会  計 3,861,914 4,215,002 △ 353,088 △ 8.4 3,572,381 3,724,276 △ 151,895 △ 4.1 289,533 490,726

水 道 事 業 会 計 1,672,046   1,828,330   △ 156,284 △ 8.5 1,672,040   1,642,032   30,008 1.8 6              186,298     

下 水 道 事 業 会 計 1,779,018   1,935,556   △ 156,538 △ 8.1 1,537,544   1,709,347   △ 171,803 △ 10.1 241,474     226,209     

温 泉 事 業 会 計 410,850     451,116     △ 40,266 △ 8.9 362,797     372,897     △ 10,100 △ 2.7 48,053       78,219       

38,163,978 35,662,288 2,501,690 7.0 36,971,412 33,665,995 3,305,417 9.8 1,192,566 1,996,293

９　令和２年度　各会計決算規模

会　　　　計　　　　名

合　　　　　　　計

歳入歳出差引残額歳　　入 歳　　出



 

3,696,650 16.4 3,443,688 17.2 252,962 7.3

議 員 ・ 委 員 等 の 報 酬 329,340 1.5 249,517 1.2 79,823 32.0

職 員 の 給 与 費 2,545,794 11.3 2,426,050 12.1 119,744 4.9

そ の 他 821,516 3.6 768,121 3.8 53,395 7.0

3,166,285 14.1 3,176,881 15.8 △ 10,596 △ 0.3

1,492,332 6.6 1,521,068 7.6 △ 28,736 △ 1.9

8,355,267 37.1 8,141,637 40.6 213,630 2.6

1,981,462 8.9 4,148,991 20.6 △ 2,167,529 △ 52.2

補 助 事 業 費 777,722 3.5 1,088,307 5.4 △ 310,585 △ 28.5

単 独 事 業 費 1,142,376 5.1 3,033,020 15.1 △ 1,890,644 △ 62.3

県 営 事 業 負 担 金 61,364 0.3 27,664 0.1 33,700 121.8

87,502 0.4 111,097 0.6 △ 23,595 △ 21.2

補 助 事 業 費 80,559 0.4 63,252 0.3 17,307 27.4

単 独 事 業 費 6,943 0.0 47,845 0.2 △ 40,902 △ 85.5

2,068,964 9.3 4,260,088 21.2 △ 2,191,124 △ 51.4

3,236,021 14.4 3,258,360 16.3 △ 22,339 △ 0.7

100,701 0.4 103,052 0.5 △ 2,351 △ 2.3

5,517,574 24.6 1,408,748 7.0 4,108,826 291.7

666,523 3.0 484,453 2.4 182,070 37.6

432,729 1.9 383,760 1.9 48,969 12.8

2,097,020 9.3 2,033,567 10.1 63,453 3.1

0 0.0 0 0.0 0 0

12,050,568 53.6 7,671,940 38.2 4,378,628 57.1

22,474,799 100.0 20,073,665 100.0 2,401,134 12.0

１０　令和２年度 一般会計決算 性質別歳出一覧表

（単位：千円）

令 和  元 年 度

決算額 構成比（％）

維 持 補 修 費

伸     率（％）

投
資
的
経
費

投 資 的 経 費 小 計

義
務
的
経
費

比  較  金  額

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

区            分
令 和 ２ 年 度

人 件 費

災 害 復 旧 事 業 費

構成比（％）決算額

公 債 費

物 件 費

補 助 費 等

義 務 的 経 費 小 計

そ の 他 経 費 小 計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

合　　　　　　　計

予 備 費

そ
の
他
の
経
費



１２　令和３年度一般会計　予算執行状況
（単位：千円）

予　算　額 収入済額 収入率 予　算　額 支出済額 執行率

1 市 税 8,441,663 5,669,340 67.2% 1 議 会 費 182,505 89,904 49.3%
(28,380) (0)

2 地 方 譲 与 税 92,225 30,475 33.0% 2 総 務 費 2,498,213 842,311 33.7%

3 利 子 割 交 付 金 4,500 1,652 36.7% 3 民 生 費 7,123,854 2,840,081 39.9%
(86,034) (24,726)

4 配 当 割 交 付 金 21,000 5,911 28.1% 4 衛 生 費 2,764,203 702,199 25.4%
株 式 等 譲 渡 (9,820) (3,520)

5 所 得 割 交 付 金 29,000 0 0.0% 5 農 林 水 産 業 費 164,961 38,004 23.0%
法 人 事 業 税 (225,074) (94,024)

6 交 付 金 90,000 35,686 39.7% 6 観 光 商 工 費 855,046 354,225 41.4%
地 方 消 費 税

7 交 付 金 800,000 502,685 62.8% 7 土 木 費 2,278,599 1,072,564 47.1%
ゴ ル フ 場 利 (2,005) (1,992)

8 用 税 交 付 金 9,000 4,764 52.9% 8 消 防 費 867,521 374,572 43.2%
環 境 性 能 割 (51,456) (0)

9 交 付 金 6,000 3,272 54.5% 9 教 育 費 1,552,005 604,959 39.0%
地 方 特 例 (23,185) (17,210)

10 交 付 金 685,733 13,803 2.0% 10 災 害 復 旧 費 133,288 17,210 12.9%

11 地 方 交 付 税 990,000 562,030 56.8% 11 公 債 費 1,483,488 742,812 50.1%
交 通 安 全 対 策

12 特 別 交 付 金 5,089 3,307 65.0% 12 諸 支 出 金 6,647 0 0.0%
分 担 金 及 び

13 負 担 金 112,578 24,440 21.7% 13 予 備 費 30,000 0 0.0%
使 用 料 及 び

14 手 数 料 540,204 222,186 41.1%
(230,774) (15,240)

15 国 庫 支 出 金 2,617,617 933,792 35.7%
(19,931)

16 県 支 出 金 1,738,208 116,062 6.7%

17 財 産 収 入 19,149 14,302 74.7%

18 寄 附 金 281,069 541,537 192.7%

19 繰 入 金 1,155,352 400,000 34.6%
(141,639) (141,638)

20 繰 越 金 366,368 366,366 100.0%

21 諸 収 入 663,275 374,366 56.4%
(33,300) (0)

22 市 債 1,272,300 0 0.0%

(425,644) (156,878) (425,954) (141,472)
19,940,330 9,825,976 49.3% 19,940,330 7,678,841 38.5%

合     計 合     計

歳　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

款 款

※（　　）内は、令和２年度繰越明許費及び逓次繰越費について内書きしたものです。


